
市町村財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [83,941円]
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給与水準の適正度   （国との比較）
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
【財政力指数】
　広島県内市町や全国市町村の平均値をかなり上回っています。また、類似団体との比較においても高い水準にあります。平成１６年度以降は、大規模複
合商業施設の新規開業による税収増効果もあり、財政力指数が前年度からさらに上昇しています。

【経常収支比率】
広島県内市町の平均値より低い率ですが、全国市町村及び類似団体の平均値を上回っています。広域ごみ処理施設の元金償還に対する負担金や介護
保険等の特別会計への繰出金が増加したことにより、経常収支比率は平成１６年度に比較し1.3ポイント増加しました。平成１７年度に策定した「集中改革プ
ラン」に掲げた取り組みを着実に実施し、自主財源の確保と経常経費の削減に努めます。

【人口1人当たり人件費・物件費等決算額】
　広島県内市町や全国市町村の平均値、類似団体の平均値のいずれに対しても大幅に下回っています。人件費・物件費・維持補修費の中では人件費の
占める割合が最も大きいことから、今後もさらに「集中改革プラン」に基づく民間委託の推進や現業職員の転職及び新規採用職員の採用抑制などを通じて
人件費の削減に努めます。

【ラスパイレス指数】
　全国市町村、類似団体の平均値のいずれも上回っています。また、経験年数階層の変動や職種変更による職員構成の変動に伴い前年度より増加して
います。国や県の制度を踏まえながら職員給与の適正化に努めます。

【人口1人当たり地方債現在高】
　類似団体の平均額とほぼ同程度ですが、前年度より増加となっているのは、平成１７年度から２ヵ年にわたる大規模施設整備事業(安芸府中生涯学習セン
ター)による影響です。その他の事業においては地方債の借入れ抑制に努めています。

【実質公債費比率】
　広島県内市町の平均値は下回っていますが、全国市町村や類似団体の平均値より上回っています。実質公債費比率が１８％以上に達すると、起債は協議
制から許可制となり、公債費負担適正化計画の策定が国から求められます。今後とも中長期的な財政見通しを踏まえた計画的な事業執行に努めます。

【人口1,000人当たり職員数】
　広島県市町や全国市町村の平均職員数、類似団体の平均職員数のいずれに対しても、かなり少ない職員数となっています。今後も平成１７年度に策定した
定員適正化計画に基づき定員適正化に努めます。


